
（様式第３号）

パブリックコメント（意見公募）手続による意見募集の結果公表

意見募集結果及び寄せられた意見に対する市の考え方について、次のとおり公表します。

ご協力に感謝申し上げます。

【意見募集の集計結果】

１ 案 件 名 千歳市障がい者計画・第７期千歳市障がい福祉計画・第３期千歳市障がい児福祉計画（素案）

２ 意見募集期間 令和５年１２月１８日（月）～令和６年１月１９日（金）

３ 意見の件数（提出者数） 27件（６人）

４
意見の取扱い

（対応内容の分類）

① 案を修正するもの ２ 件

② 既に案に盛り込んでいるもの 15 件

③ 今後の参考とするもの ９ 件

④ 意見として伺ったもの（案件に直接関係がないため） １ 件

５ 意見の受け取り方法

電子メール ４ 人

郵送 － 人

ファクシミリ － 人

意見箱 １ 人

直接持参 １ 人
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千歳市障がい者計画・第７期千歳市障がい福祉計画・第３期千歳市障がい児福祉計画（素案）」

【市民意見等の概要とそれに対する市の考え方】

№ 市民意見等の概要 件数 市民意見等に対する市の考え方

１

市内には障がい者マークやステッカーが少な

く、あってもわかりにくいので、わかりやすいマ

ークを作ってほしい。将来、支援や手伝いが必要

なときに、周りに理解されないと不安である。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

本計画では、障がいへの理解促進のため、ヘルプマーク及

びヘルプカードの普及・啓発に努めることとしております。

これまでも、市ホームページのほか、ポスターやチラシなど

による周知を行い、令和４年度は、窓口において 273 個の

ヘルプマークを配布しました。

また、その他の障がい者マークについても、カラー印刷の

パンフレット「ちとせの障がい福祉ガイド」で紹介し、理解

促進を図っております。

ヘルプマークなど複数のマークについて、全国の自治体を

含む関係機関が普及に努め、全国的に認知が進んでいる段階

で、本市が新たに独自のマークを作成し、多くの方に認知し

ていただくことは難しいと考えますことから、引き続き既存

のマークの普及・啓発に努め、障がいのある人もない人も支

え合う地域共生社会の実現を目指してまいります。
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２

放課後等デイサービスや、児童発達支援の増加

により、サービスを選択できる時代になったと感

じているが、事業者の経験や知識に対して、不安

がある。経験を積んでもらうしかないと思う。

これらのサービスが子どもの預かり施設になっ

ていることが気になっている。誤解している保護

者もいるので、きちんと説明してほしい。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

本計画では、「障害児通所支援提供体制の充実」を主要施

策に掲げ、「千歳市障がい者地域自立支援協議会」において

支援困難事例や地域課題の共有等を通じ、支援体制の充実と

支援の質の向上に取り組むこととしております。障害児通所

支援等については、利用する児童の増加が予想されることか

ら、新たな事業者の参入を促進するとともに、事業者に対し

て各種研修会への参加などを働きかけ、専門性の高い人材の

確保や支援の質の向上に努めてまいります。

また、いただいたご意見を参考に障害児通所支援等の目的

や内容について、利用者に対して周知を図り、理解促進に努

めてまいります。

３

子どもへの支援は充実しつつあるが、18 歳以上

になると実際に受けられるサービスが激減する。

重度障がいのある人が市内で生活できない現状を

改善するため、本計画を着実に実行してほしい。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

本計画では、「千歳市障がい者地域自立支援協議会」を通

じて、重度障がいのある人等のニーズを把握するとともに、

資格取得費用の助成等による事業者の参入促進を図ること

としており、本計画の着実な実行により、重度障がいのある

人も、安心して、住み慣れた地域で生活することができるよ

う、障害福祉サービス等の提供体制の確保に努めてまいりま

す。
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４

千歳市には自閉スペクトラム症のアセスメント

であるPEP-3又はPEP-R検査キットがあるので、

積極的に活用し、全国のモデルになるような「つ

ながる支援」を実施してほしい。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

本計画では、公設公営の千歳市児童発達支援センターを地

域の障がい児の健全な発達において中核的な役割を果たす

機関と位置づけ、更なる機能の充実と質的向上を進め、児童

発達支援センターを中心とした重層的な障がい児支援体制

の整備に努めることとしております。自閉スペクトラム症の

アセスメントツールについては、運用できる職員が限られて

いることから、有効に活用できるよう専門職員の人材育成に

取り組んでまいります。

また、市内の障害児通所支援事業所に対する支援内容等へ

の助言や援助などに取り組み、障がい児支援の質の向上と連

携体制の充実に努めてまいります。
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５

福祉サービス利用券を「さわやか健診」などの

受診費用として利用したい。

１ 分類～③今後の参考とするもの

「さわやか健診」は、19 歳から 39 歳までの人を対象とし

た健康診査で、北海道対がん協会に委託して実施しておりま

す。およそ 10,000 円の健診費用のうち、市の助成により、

自己負担額は一律 1,000 円としており、健診受診に係る経済

的負担を軽減することで、生活習慣病などの予防や早期発見

に努めているところです。

一方、福祉サービス利用券は、高齢者及び障がいのある人

に対し、タクシー及びハイヤー、公衆浴場、温泉、バス、あ

んま、はり、灸、マッサージ、理容所、美容所の利用費用を

市が助成することにより、積極的な社会参加の促進などを目

的とするものです。

本市の健康診査は、健診費用の助成のほか、独自に検査項

目を追加し、内容の充実を図っていることから、福祉サービ

ス利用券の適用など、更なる助成の拡大は検討しておりませ

んが、今後も健診の周知・啓発を行うとともに、福祉サービ

ス利用券については、事業の目的とニーズを踏まえ、利用者

が使いやすいサービス内容となるように努めてまいります。
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６

障がいのある人が被災した場合を想定したマニ

ュアルや役立つパンフレットや関連サイトなどを

一覧できるようなものがほしい。

１ 分類～③今後の参考とするもの

本計画では、「地域防災体制の強化」を主要施策に掲げ、

「避難行動要支援者避難支援プラン（全体計画）」に基づき、

関係団体や地域住民との連携による円滑な避難支援体制づ

くりを推進することとしております。

いただいたご意見を参考に、今後、障がいのある人に向け

た防災情報の発信に関する取組を検討してまいります。

７

私立幼稚園において、発達障がい児の対応、支

援、対策が周知されていないと感じる。先生が障

がい児の対応を理解していない。研修が必要であ

る。

すべての私立幼稚園に特別支援枠を作り、補助

金がなくても障がい児の受入れを考えてほしい。

発達障がい児は増えると思うので、保育士確保は

難しく、園側の意見もあると思うが、障がい児の

通える幼稚園対策を考えてほしい。幼児期の環境

づくりや支援がないと、将来の不安が増える。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

本市では、発達に心配のあるなしにかかわらず、すべての

子どもを集団保育するインクルージョン保育を推進してお

り、幼稚園を含む教育・保育施設職員を対象に支援の質の向

上を目的とした研修会を毎年複数回開催しているほか、発達

障がい等に関する知識を有する専門職員が、認定こども園等

を直接訪問して保育士等に助言を行うなどの後方支援に取

り組むなど、子ども一人ひとりの状況に応じた適切な保育を

行う体制の充実に取り組んでいるところです。

また、特別支援保育枠の私立幼稚園への拡充につきまして

は、障がいのある子どもへの対応件数の増加、職員確保の問

題を含め、今後の課題と捉えており、市が掲げるインクルー

ジョン保育の考え方に基づき、関係機関との連携を図りなが

ら、取組を進めてまいります。
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８

「『こども相談支援室あーち』の支援体制を強化

する」とあるが（P48）、どのような方法で強化す

るのか具体的に示してほしい。

相談支援専門員の確保について、「こども相談支

援室あーち」の相談支援専門員を増員する考えは

ないのか。民間との連携はよいが、自前で増員し

ない理由を示してほしい。

１ 分類～①案を修正するもの

本計画では、主要施策として「障害児相談支援提供体制の

確保」を掲げており、千歳市児童発達支援センターの「こど

も相談支援室あーち」の支援体制については、相談支援専門

員の増員を図り、障害児支援利用計画の対象者拡大に努める

こととしております。本計画の着実な実行により、進学や就

労に向けて相談支援を必要とする児童が、安心して、住み慣

れた地域で必要な支援を利用しながら生活することができ

るよう、障害児相談支援の提供体制の確保に努めてまいりま

す。

いただいたご意見を参考にして、「こども相談支援室あー

ち」の強化内容について、表現を次のとおり見直しました。

P48（4）障害児相談支援提供体制の確保

修正後 修正前

◆進学や就労に向けて障害

児支援利用計画を必要とす

る児童に対応できる障害児

相談支援の提供体制の確保

に取り組みます。

◆障害児支援利用計画の対

象者拡大に努め、地域相談

支援などに対応できる障害

児相談支援の提供体制の確

保に取り組みます。

◆「こども相談支援室あー

ち」の相談支援専門員を増

員し、障害児支援利用計画

の対象者拡大に努めます。

◆「こども相談支援室あー

ち」の支援体制を強化しま

す。
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P96（4）障害児相談支援提供体制の確保

修正後 修正前

「こども相談支援室あー

ち」の相談支援専門員を増

員するとともに、相談支援

専門員の養成や相談支援事

業所の開設を民間事業所等

に働きかけるなど、児童を

主たる対象とした相談支援

専門員の確保を目標として

取り組みます。

「千歳市障がい者総合支援

センターChip（ちっぷ）」を

中心とした民間の相談支援

事業所や関係機関と連携を

図るとともに、児童を主た

る対象とした相談支援専門

員を増員するため、相談支

援専門員の確保を目標とし

て取り組みます。

P99 ②障害児相談支援 【見込量確保のための方策等】

修正後 修正前

「こども相談支援室あー

ち」の相談支援専門員を増

員するとともに、相談支援

専門員の養成や相談支援事

業所の開設を民間事業所等

に働きかけるなどして、人

材の確保に努めます。

相談支援専門員の養成と相

談支援事業所の開設を障害

児通所支援事業所に働きか

けるなど、障害児相談支援

の提供体制の確保に努めま

す。
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９

「『千歳市障がい者地域自立支援協議会』を通じ

て障がいのある人への差別に関する情報共有や事

例研究を行う」とあるが（P31）、障がいのある人

への差別に関する情報共有は、それ以外の障がい

に関わる事業所や団体にも広く共有し、差別に関

する情報発信をしていくべきではないか。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

市や相談支援事業所等に障がい者差別に関する相談など

が寄せられた場合は、「千歳市障がい者地域自立支援協議会」

に設置する「差別解消・虐待防止専門部会」の中で共有し、

事例の研究をすることとしておりますが、当事者のプライバ

シー保護の観点から、個別事例の公表はしておりません。

これら事例研究の成果や国の対応指針などを踏まえて、

「合理的配慮事例集」や理解促進のためのリーフレット等を

作成・配布し、広く一般に向けた情報発信に努めております。

10
①「災害発生時、必要に応じて福祉避難所を開

設する」とあるが（P.35）、福祉避難所が後回しの

ように感じる。平時から福祉避難所が開設される

ことが当たり前となるような準備をし、事前に体

験できるような整備が必要ではないか。

②「災害発生時、必要に応じて福祉避難所を開

設する」とあるが（P.35）、必要に応じてからでは、

緊急時の対応としては遅いと思う。

２ 分類～③今後の参考とするもの

福祉避難所は、災害発生時に一旦指定避難所に避難してい

だたき、その避難所の中で、配慮が必要な人については、居

住場所などを配慮したうえで、避難が長引くことによって生

活に支障がある、あるいは、そこで継続して生活することが

困難な障がいのある人などの要配慮者を受け入れるために

開設することとしております。

福祉避難所では、開設後、保健師や介護福祉士、ボランテ

ィア等による福祉的支援が必要なことや、災害の種類や規模

により、場所や収容人数などの課題もありますことから、福

祉避難所の在り方については、継続的に検討してまいりま

す。
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11
「『千歳市消費生活センター』において悪質商法

等の消費生活相談に対応する」とあるが（P.36）、
障がいの特性を理解した相談員を育成することが

必要なのではないか。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

「千歳市消費生活センター」に障がいのある人又はその家

族等から相談が寄せられた場合は、その障がい特性に応じ、

適切な合理的配慮を提供しているほか、「千歳市障がい者総

合支援センターChip（ちっぷ）」や本人が利用する障害福祉

サービス事業所などの関係機関と連携を図り、解決に向けた

助言や情報提供などを行っております。

相談員の育成につきましては、国民生活センター等が実施

する研修などの機会を通して、スキルアップを図ってまいり

ます。

12
今後、「（仮称）千歳市コミュニケーション条例」

の制定を目指すのであれば、点訳や音訳等の養成

にも力を入れるべきではないか。現在、点訳・音

訳はボランティアが担っていると聞くが、手話通

訳者や要約筆記者と同様の待遇とすることが大切

ではないか。

１ 分類～③今後の参考とするもの

ご意見のとおり、「千歳市点字図書室」において貸し出し

ている点訳・音訳図書は、支援団体のボランティア会員が製

作しております。

本計画では、意思疎通支援の充実と市民による自発的活動

の支援という両方の観点から、奉仕員養成研修事業を実施

し、点訳・音訳サービス等を行うボランティアを養成するこ

ととしており、令和４年度末のボランティア会員数は、令和

３年度末から５名増加しております。

ボランティアは、目指すべき「地域共生社会」の実現に必

要不可欠なものとして、引き続き養成や活動への支援に努め

ますが、いただいたご意見については、支援団体の声や他自

治体の事例などを踏まえて調査研究してまいります。
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13
コミュニケーション支援ボードやコミュニケー

ションノートなど、意思疎通の支援ツールの周知

をしていくことも必要ではないか。

１ 分類～③今後の参考とするもの

本市では、これまでに、コミュニケーション支援ボードを

作成し、選挙投票所へ設置するなど、意思疎通の支援ツール

の利用促進に取り組んでまいりました。

さらに、障がい特性に応じたコミュニケーション手段の理

解や利用の促進を図るため、現在、「（仮称）千歳市コミュニ

ケーション条例」の制定を目指しており、「千歳市障がい者

地域自立支援協議会」の中に専門部会を立ち上げ、障がいの

ある人や意思疎通に配慮が必要な人の意見を伺っていると

ころです。

いただいたご意見については、条例に基づく具体的な施策

展開に向けて調査研究してまいります。

14
「雇用・就労の推進」について、主要施策の内

容が就労に偏って見える。雇用に関しては、千歳

市役所の障がい者雇用の拡大のみなので、企業に

対する周知啓発に関する取組も主要施策とするべ

きではないか。

１ 分類～①案を修正するもの

本計画で目指す「雇用・就労の推進」においては、具体的

な取組として、「障がい者就労支援事業」を実施することと

しており、これは、障がいのある人だけではなく、雇用者で

ある企業の双方を支援するものです。「就労推進室やませみ」

において、企業に対する周知啓発に取り組むとともに、就労

後の職場定着に向けた双方へのフォローアップを行うこと

で、障がい者雇用の促進を図っております。

いただいたご意見を参考にして、「障がい者就労支援事業」

の取組内容について、次のとおり表現を見直しました。
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P53 （２）一般就労の促進

修正後 修正前

◆「障がい者就労支援事業」

において、障がいのある人

と企業の双方に対する支援

及び関係機関との連携を強

化し、障がいのある人の一

般就労及び職場定着に向け

た支援を推進します。

◆「障がい者就労支援事業」

において、関係機関との連

携を強化し、障がいのある

人の一般就労及び職場定着

に向けた支援を推進しま

す。

15
「福祉施設の入所者の地域生活への移行」につ

いて、目標値が施設入所者数の削減となっている

（P59）。国の方針は分かるが、施設入所者数の増

加が地域移行の妨げにはならないと思う。重度障

がいのある人に対応したサービスの提供体制の確

保が課題なのであれば、その提供体制が目標値と

なるべきではないか。

１ 分類～③今後の参考とするもの

本市に所在する障害者支援施設の指定権限をもつ北海道

では、国の基本指針を踏まえ、「第１期ほっかいどう障がい

福祉プラン」において、基本的に施設の創設は行わず、現在

入所している人について、円滑に地域生活への移行が図られ

るような体制の整備を進めるとともに、施設入所支援を必要

とする障がいのある人の状況を考慮し、全道一圏域で広域的

に入所定員の調整を行うこととしております。

本計画においても、現在入所している人の地域移行を推進

するため、重度障がいのある人に対応したグループホーム及

び訪問系・日中活動系サービスの提供体制の確保に努めるこ

ととしており、その成果を評価する目標値として、国の基本

指針に従い、施設入所者の削減数を設定しております。

今後も計画における成果目標の設定については、国の基本

指針と地域の実情を踏まえ、適切に判断してまいります。
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16
「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステ

ムの構築」に関する協議の場の開催回数の目標値

が「１回以上／年」となっているが（P60）、目標

設定と検証実施で少なくとも２回は必要である。

協議が必要な内容に合わせた回数を目標値とした

ほうがよいのではないか。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

本計画では、「精神障がいにも対応した地域包括ケアシス

テムの構築」に関する協議の場における検証は、計画の進行

管理（P102～103）と同様に、PDCA サイクルによる評価

を受けることとしております。

評価の客観性を担保するため、協議の場の中で検証を実施

するのではなく、別機関への報告・評価を想定していること

から、協議の場の最低必要回数は１回となります。

現在、本市には協議の場の設置がなく、設置に当たっては、

人材の確保などの課題も多く、相当の時間を要するため、本

計画においては、第１回目の開催を目指して取組を進めるこ

ととしております。
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17
施設における虐待防止・早期発見において、知

的障がいのある人や子どもは自ら発信することは

難しいと思うので、抜き打ちで調査等してほしい。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

指定障害福祉サービス事業者に対しては、サービスの質の

確保・向上及び事業運営の適正化、利用者の人権の養護、虐

待防止のための体制整備を図るため、指定権限のある北海道

が定期の実地指導を行っております。

また、障害者虐待防止法では、障がい者本人だけではなく、

障がい者虐待を発見した人に対する市町村への通報義務が

定められており、国の指定障害福祉サービス事業者等指導指

針では、障がい者虐待が疑われる場合、市町村等は、事前に

通知なく、施設に対する実地指導を行うことができるとされ

ています。

本市においては、今後も、法令根拠等に基づき、虐待通報

の緊急性を考慮して適切に対応するとともに、障がい者虐待

の通報義務をはじめとする法の周知啓発を行い、障がい者の

虐待防止・早期発見に努めてまいります。

18
ヘルプマーク以外にも様々なマークがあるの

で、それらの周知も含めてほしい。

また、障がいに関する様々な国際デーがあるの

で、それらも各団体と盛り上げてほしい。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

本計画では、「広報・啓発活動の充実」を主要施策に掲げ

ており、その中の具体的な取組として、これまでに、「ちと

せの障がい福祉ガイド」における各種障がい者マークの紹介

や世界自閉症啓発デーにおける総合福祉センターのブルー

ライトアップなどの啓発活動を行いました。

今後も多様な媒体を活用した広報・啓発活動を推進し、障

がいに対する理解促進を図ってまいります。
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19
数年前、除雪車により道路の点字ブロックが剥

がされていた（中央大通り）。

除雪事業者に対し、指導はしているのか。

１ 分類～④意見として伺ったもの

道道早来千歳線（道道２５８号：中央大通）の道路管理者

である北海道に確認したところ、「道路の除雪作業に当たっ

ては、道路上の点字ブロックなど施設の破損には十分注意し

作業を行うよう除雪業者に指導を行っている。なお、道路パ

トロールなどにおいて、道路施設の破損を確認した際には、

必要に応じて補修等を行っているところであり、引き続き、

安全な道路環境の確保に努めてまいりたい。」としておりま

す。

また、市道の除雪についても、北海道と同様の対応を行っ

ているところであり、今後も関係機関等と連携し、安全で安

心できる道路環境の確保に努めてまいります。

20
「セルフプランによる障害児通所支援事業の利

用者が多数を占める」とあるが（P46）、就学後は

セルフプランが当たり前だと思う誤解により、障

がい当事者アンケート結果でも、「千歳市障がい者

総合支援センターChip（ちっぷ）」の認知・利用率

が低かったのだと思う。就学後もスムーズに相談

支援を継続利用できる体制の強化を求める。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

本計画では、主要施策として「障害児相談支援提供体制の

確保」を掲げており、千歳市児童発達支援センターの「こど

も相談支援室あーち」の相談支援専門員を増員するととも

に、相談支援専門員の養成や相談支援事業所の開設を民間事

業所等に働きかけるなど、児童を主たる対象とした相談支援

専門員の確保を目標として取り組み、障害児支援利用計画の

対象者拡大に努めることとしております。

本計画の着実な実行により、就学後も相談支援を継続して

利用できるよう障害児相談支援の提供体制の確保に努めて

まいります。
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21
「在宅で、常に紙おむつを必要とする重度障が

いのある人に対し、紙おむつを支給する」とある

が（P39）、対象となる障がい等級の要件を緩和し

てほしい。療育手帳 B 判定でおむつが取れない子

どもは多い。

１ 分類～③今後の参考とするもの

紙おむつの支給については、国が定める規定に基づく「日

常生活用具給付事業」を実施しているほか、「障害者紙おむ

つ支給事業」として、市独自に対象者を拡大して実施してお

ります。

本事業は、重度障がいのある人の日常生活の向上及び介護

する家族の経済的負担の軽減を図ることを目的としている

ため、現在のところ、対象範囲を療育手帳 B 判定（中度・

軽度）まで拡大する予定はありませんが、今後も障がいのあ

る人に対する経済的負担の軽減に努めてまいります。
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22
「特別支援保育事業」の受入れ枠が狭いと感じ

る。私立幼稚園をはじめ、１号認定を希望すると、

入園を断られることもあると聞く。交付された補

助金は、該当園児に対する職員の加配のために使

われているのか不明な点もある。障がいのある子

どもが１号認定又は私立幼稚園へ入園を希望した

場合、スムーズに職員の加配をつけることができ

るシステムはないのか。

また、「特別支援保育事業」の２号認定の場合は、

受入れ時間が９時から 16 時までと決まっており、

フルタイムで働くことができない。児童発達支援

の事業所も増えたが、遅くまで預かる施設は少な

く、専門員がいるとは限らない。柔軟に延長保育

の利用ができるよう検討してほしい。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

特別支援保育の職員加配につきましては、毎年夏から秋に

かけて行っている「特別支援保育事業」の申請に合わせ、市

内認定こども園及び認可保育所における対象児の認定状況

や人数により調整した上で行っております。

私立幼稚園への職員加配においては、今後「特別支援保育

事業」の拡充に向けた課題として捉えており、関係機関と連

携を図りながら、取組を進めてまいります。

また、受入れ時間につきましては、インクルージョン保育

の考え方に基づき、集団保育を行う中での育ちを促すことを

目的としていることから、多くの子どもが登園し、かつ安全

管理に十分な保育士の数が確保されている時間帯に実施す

る必要があり、これを踏まえ、施設長が子どもの状態を考慮

し認定された保育時間での保育が難しいと判断した場合は

「規則第３条第１項の規定により認定された保育標準時間

または保育短時間とは別に、個々に保育時間を定めることが

できる」としています。

そのため、子どもの状態と安全管理の観点から職員体制の

整いやすい、平日の午前９時から午後４時までの間でのご利

用となる場合が多くなっておりますが、現在入園中で、施設

からの通告により特別支援枠に切り替える子どもの保育時

間については、在籍施設にご確認いただきますようお願いし

ます。
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23
特別支援学校や特別支援学級の児童生徒につい

て、交通費の一部が助成されているが、週１日以

上、デイサービス等の送迎を利用している場合は、

助成の対象外となる。各校に支援学級ができて、

送迎家庭は減ったかもしれないが、毎朝、自家用

車で送迎している家庭も多い。助成要件の緩和を

検討してほしい。

１ 分類～③今後の参考とするもの

通学費の助成につきましては、「特別支援学級等通学費助

成要綱」に基づき、通学の方法や距離などに応じて、登下校

の往復、登校又は下校のいずれか片道に係る交通費の助成を

行っているところであります。特別支援学級の児童生徒の就

学に係る保護者の経済的な負担を軽減するため、ご意見は今

後の参考とさせていただきます。

24
障がいのある人が生まれ育った地域で余暇活動

ができる取組を充実させてほしい。今回この素案

で「地域活動支援センター」を初めて知った。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

「地域活動支援センター」は、障がいのある人へ創作的活

動又は生産活動の機会を提供し、社会との交流促進を図るた

めの通所施設です。本市においては、創作的活動機会の提供

を行う基礎的事業のほかに、強化事業として、精神保健福祉

士等の専門職員を配置し、相談支援や地域の社会基盤との連

携強化、各種普及啓発なども行っています。

本計画においては、「地域活動支援センター」の充実のほ

か、「文化芸術・スポーツ・レクリエーション活動及び生涯

学習の支援」や「外出や移動の支援」を主要施策としており、

障がいのある人が生まれ育った地域で余暇活動を楽しみな

がら、自立した生活を送ることができるよう、本計画の着実

な実行に努めてまいります。
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25
障がい者数の将来推計について、「将来推計人口

及び令和２年度から令和４年度までの障害者手帳

別の伸び率の平均をもとに令和８年度まで推計し

た」とあるが（P16）、将来推計人口の資料も令和

２年度作成のもので、ラピダス関連で人口増加が

期待されている中、見込みが甘いのではないか。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

本計画では、計画期間中に必要とするサービス等の量を見

込むため、「千歳市人口ビジョン」の総人口推計と障害者手

帳別の伸び率の平均をもとにして、障がい者数を推計してお

ります。

障がい者人口の実数と計画値との乖離が大きくなり、計画

の実効性に欠く場合は、計画値の見直しを検討することとし

ておりますが、今後、ラピダス社の立地に伴い、本市の総人

口推計が上方修正された場合でも、障がい者人口の緩やかな

増加傾向は変わらないと見込まれるため、サービス見込量等

の計画値に大きな影響はないものと考えております。

26
「障がいのある人の地域移行を推進するため、

保健・医療・福祉関係者の連携強化を目指す」（P40）
とあるが、特に医療について、難病の治療を望む

が精神の障がいがあることを理由に入院や治療を

断られる現状がある。保健・医療・福祉の横断的

な対応と情報共有により、障がいがあっても生き

る権利が守られることを切に願う。

１ 分類～②既に案に盛り込んでいるもの

本計画では、「保健・医療・福祉の連携による相談支援体

制の充実」や「難病患者支援の実施」などを主要施策に掲げ、

関係機関と連携した精神保健に関する相談体制の充実、障が

いの特性に配慮した適切な保健・医療サービスの利用支援、

難病患者の地域生活などに関する相談や特性に応じたサー

ビスの提供に努めております。引き続き、各種取組を推進し、

本計画の基本理念である「障がいのある人が、安心して、自

立した生活を送ることができる地域共生社会の実現」を目指

してまいります。

＜分類の説明＞

①案を修正するもの、②既に案に盛り込んでいるもの、③今後の参考とするもの、④意見として伺ったもの（案件に直接関係がないため）


